
 

令和８年度５月補正予算の概要について 
 

令和８年５月８日 

洲本市財務部財政課 

 

Ⅰ 補正予算計上額  

 
 

Ⅱ 補正予算の内容                    

 

１ 一般会計補正予算  

骨格予算と第１号補正予算（肉付け）をあわせた予算概要を別紙にとりまとめ 

 

 

（単位：千円）

国費・県費 特　　定 起　　債 一般財源

1,716,000 361,389 △ 2,367 1,163,600 193,378

1,716,000 361,389 △ 2,367 1,163,600 193,378合　　計

会  計  名 計上額
財　　　源　　　内　　　訳

一 般 会 計



令和８年度予算について

洲    本    市
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令和８年度予算（肉付け後）の概要について

１ 予算規模

  令和８年度当初予算は、３月 18日の市長・市議会議員の任期満了を受け、義務的経費

を中心に編成（骨格予算）したことから、今回の補正予算は政策的経費を中心に編成（肉

付け予算）した。

  当初予算に補正予算を加えた予算規模は、一般会計で 271億 16 百万円（前年度比８億

86 百万増、103.4％）を計上した。うち、一般歳出は 234 億８百万円（前年度比４億 22

百万増、101.8％）、特別会計は合計で 127億 49百万円（前年度比３百万円減、100.0％）、

企業会計は合計で 40 億 99 百万円（前年度比６億５百万円増、117.3％）、全会計合わせ

て 439億 64百万円（前年度比 14億 88百万円増、103.5％）を計上した。

（単位：千円，％）

（骨格） 補正（肉付け） 補正後

Ａ Ｂ Ｃ＝Ａ+Ｂ Ｄ Ｃ－Ｄ

一 般 会 計 a 25,400,000 1,716,000 27,116,000 26,230,000 886,000 103.4

うち一般歳出 21,692,101 1,716,000 23,408,101 22,986,471 421,630 101.8

特 別 会 計 b 12,748,940 0 12,748,940 12,752,320 △ 3,380 100.0

企 業 会 計 c 4,098,658 0 4,098,658 3,493,184 605,474 117.3

合 計 a+b+c 42,247,598 1,716,000 43,963,598 42,475,504 1,488,094 103.5

※一般歳出：公債費(性質別)を除いた政策経費の合計

会計区分
増減額

令和８年度

Ｃ/Ｄ
令和７年度
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２ 予算の特徴 

 

（１）歳 入 

 

・市税は、賃上げによる個人所得の増等により、59億 80百万円（前年度比 80百万

円増、101.4％） 

 ・国庫支出金は、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金や自立支援給付費負担

金の増等により、37億 97百万円（前年度比４億 13百万円増、112.2％） 

 ・県支出金は、農業基盤整備事業委託金や給食費負担軽減交付金の増等により、22

億 70百万円（前年度比４億 22百万円増、122.9％） 

 ・繰入金は、ふるさと洲本もっともっと応援基金繰入金の減等により、15億４百万

円（前年度比４億９百万円減、78.6％） 

 ・市債は、市民交流センター整備事業債や河川整備事業債、借換債の増等により、

31億 45百万円（前年度比２億 91百万円増、110.2％） 

  

   （２）歳 出 

  

     ・義務的経費は、130億 63百万円（前年度比９億 43百万円増、107.8％） 

［人 件 費］人事院勧告に準じた措置による給料等の増等により 47 億 16 百万円

（前年度比 33百万円増、100.7％） 

[扶 助 費］自立支援費や障害児通所支援費の増等により、46 億 39 百万円（前

年度比４億 46百万円増、110.6％） 

［公 債 費］借換債にかかる償還元金の増等により、37億８百万円（前年度比４

億 64百万円増、114.3％） 

   ・投資的経費は、農業基盤整備費、市民交流センター維持補修事業費、河川改良費等

の増、認定こども園整備事業費等の減の増減により、30 億１百万円（前年度比 27

百万円増、100.9％） 

      ［補 助］10億 81百万円（前年度比１億 64百万円増、117.8％） 

       ［単 独］18億 99百万円（前年度比１億 18百万円減、94.1％） 

      ［災害復旧］21 百万円（前年度比 19 百万円減、52.2％） 

 

   （３）主要事業 

   

   「力強い地域経済づくり」、「子育てしたいと思える街づくり」、「交流の盛んな地域

づくり」、「市政の透明化と市民との信頼関係深化」の４つの重点分野を掲げ、地域

経済の活性化と子育て政策の充実化を進め、『活力あふれる洲本市』の実現に向けて

各般の事業を展開する予算を編成した。 
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 １「力強い地域経済づくり」 

（１）「起業支援」 

 ・地域経済循環創造事業費 20,000千円 ◎ 

・起業支援事業費 17,700 千円 

・新規就農総合支援事業費 34,800千円 

・企業立地対策事業費 8,900千円 

 

（２）「産業の育成」 

 ・持続可能な多自然地域づくりプロジェクト事業費 10,000千円［新規］◎ 

・担い手育成対策費（農地利用効率化等支援交付金）15,000千円[拡充]  

・築磯設置費 13,000 千円[新規] ◎ 

・観光対策費（新たな移動手段検討業務）5,000 千円［新規］◎ 

・観光対策費（観光地域づくり推進事業）4,000 千円［新規］◎ 

・観光対策費（世界に誇る食のエリア形成・推進事業負担金）10,000 千円[新規] 

・若手人材確保奨学金返還応援事業費 100千円 

・商工業振興費（若手人材確保奨学金返還応援補助）900千円 

 ・商工業振興費（未来の担い手確保補助）2,500 千円 

 

（３）「にぎわう街づくり」 

・総合基本計画策定事業費 6,672千円［新規］ 

 ・高田屋公園道の駅建設事業費 47,500千円［拡充］◎ 

・空家対策事業費（地域活性化起業人）5,900 千円[新規] 

・空家対策事業費（所有者不明土地・建物管理制度）11,436千円[新規] 

・市民交流センター維持補修事業費 165,000 千円[拡充] ◎ 

・洲本城築城 500年記念事業費 9,984千円[新規] ◎ 

・洲本城整備事業費（石垣修復・石垣カルテ）96,540千円 ◎ 

・益習館跡管理費（改修工事）30,000千円[拡充] ○ 

 

２ 子育てしたいと思える街づくり 

（１）「子育て支援の充実」 

・こども医療費（所得制限撤廃）10,176千円［新規］ 

・乳幼児等医療費（所得制限撤廃）7,928千円［新規］ 

・認定こども園整備事業費（ごしきこども園Ⅱ期工事）115,500千円 

・児童育成支援拠点事業費（子どもたちの居場所づくり事業）12,000 千円［新規］◎ 

・ヤングケアラー支援体制強化事業費 1,500 千円［新規］◎ 

 ・保育所運営費・認定こども園運営費（こども誰でも通園）18,000 千円［新規］ 

・保育所費・私立認定こども園運営費等（保育所・認定こども園給食費負担半減） 

4,654 千円（実費徴収減 4,888 千円）［新規］◎ 

 ・学校給食費（公立・私立幼稚園給食費負担半減） 

1,657 千円（実費徴収減 98 千円）［新規］◎ 

・病後児保育事業費 26,886千円［拡充］ 

◎：全額肉付け予算 

○：一部肉付け予算 
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（２）「教育環境の整備」 

 ・NEXT GIGAスクール推進事業費 283,314千円[拡充] 

・補修工事費（小学校特別教室エアコン設置調査設計）3,300千円［新規］◎ 

・学校給食費（小中学校給食費無償化）149,249 千円［新規］ 

・すもと学びの多様化プロジェクト事業費（多文化共生サポート）488千円[新規] 

・地域クラブ活動スタートアップ事業費 2,270 千円［新規］ 

 ・学校管理費（看護師配置）3,306千円［新規］ 

・コミュニティスクール活性化事業費 901千円［新規］ 

・生成 AIパイロット校事業費 999千円［新規］◎ 

・公民館まつり活性化事業費 900千円［拡充］ 

・わくわくスクール事業費 308千円［新規］ 

 

 ３ 交流の盛んな地域づくり 

（１）「公共交通と社会基盤の整備」 

・公共交通会議運営費 6,667千円［新規］◎ 

 ・公共交通支援事業費 138,932千円［拡充］○ 

 ・消防施設費（防火水槽設置設計業務）1,000 千円［新規］◎ 

 ・青葉台団地不明水対策事業費 30,000千円［新規］◎ 

 ・農業基盤整備費 423,951 千円［拡充］○ 

 ・道路維持補修事業費 297,500千円 

・道路新設改良費（単独）117,101千円 ○ 

・道路新設改良費（交付金）330,000千円 ○ 

・河川改良費 161,920 千円［拡充］○ 

・市営住宅ストック総合改善事業費 52,000 千円 ◎ 

 

（２）「つながり・交流機会の創出」 

・域学連携推進事業費 7,800千円 

 ・未来投資推進基金事業費 27,787千円 

 ・田舎暮らし推進事業費 43,975千円 

 ・市公式マスコットキャラクター「なのは」活用事業費 1,370千円［拡充］ 

・住宅用太陽光発電システム及び蓄電池導入促進事業費 4,095千円［新規］◎ 

・観光対策費（淡路島まつり）40,000千円 ◎ 

 ・ワールドマスターズゲームズ2021関西参画事業費1,800千円［新規］ 

 

（３）「地域医療と福祉の充実」 

 ・障害者移動手段確保事業費 3,700千円 

・高齢者移動手段確保事業費 9,200千円 

・健康増進費（胃内視鏡検診実施事業）14,281 千円［新規］ 

・小児予防接種事業費（RSウイルスワクチン予防接種委託）6,479 千円[新規] 
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４ 市政の透明化と市民との信頼関係深化 

（１）「コンプライアンス」 

・業務適正化事業費（職員研修）1,781千円 

・監査委員費（個別外部監査委託）5,000千円［新規］◎ 

 

（２）「行財政改革」 

・発信拠点施設費△21,255 千円 ◎ 

・電算開発費（標準化・共通化等業務）167,421 千円 

 ・人件費（特別職給与削減）△3,191千円［新規］◎ 

 ・行政証明書交付システムキオスク端末導入事業費 5,436千円［新規］◎ 

・防災企画費（被災者支援システム管理運営協議会負担金）2,830 千円［新規］ 

・賦課徴収費（納税通知書電子化）3,447千円［新規］ 

・諸証明書コンビニ交付事業費 21,122千円 ○ 

 ・保育所改修事業費（保育所解体工事）81,500 千円［新規］ 

 

５ 物価高騰対策事業 

・公共交通支援事業費 15,600千円［再掲］ 

・食料品高騰対応特別給付金支給事業費 304,500 千円 

・清掃総務費（エアコン購入補助）2,000千円 

・高齢者施設等に対する光熱費等高騰対策支援事業費（高齢者施設）23,000千円 

・高齢者施設等に対する光熱費等高騰対策支援事業費（障害者施設）9,300千円 

・高齢者移動手段確保事業費 9,200千円［再掲］ 

・私立認定こども園運営費（光熱費等支援）1,369千円 

・児童館運営費（光熱費等支援）1,332千円 

・うしぢから誘発推進事業費（暑熱対策）3,000 千円 

・うしぢから誘発推進事業費（飼料等高騰対策）17,100千円 

・有害鳥獣防除対策費（防護柵購入補助）7,000 千円 

・担い手育成対策費（機械等購入補助）7,000 千円 

・元気な水産業創造事業費（燃料費高騰対策）15,000千円 

・プレミアム付商品券事業費 89,000千円 

・学校給食費（小中学校給食費無償化）55,899 千円［再掲］ 
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３ 歳  入 

 

(1) 市 税 
 

令和７年度決算見込みを基に、賃上げによる所得の増加や本市の経済状況等を考慮

して計上した。 

個人市民税は、給与所得の増加を反映し１億 49百万円の増、法人市民税は、令和７

年度の課税状況等を勘案し 70百万円の減、固定資産税は、時点修正などにより５百万

円の減を見込み、令和 7年度予算を 80百万円上回る 59億 80百万円（前年度比 101.4％）

を計上した。 

（単位：千円，％）

令和８年度 令和７年度 増減額
（肉付け後） A/B

Ａ B A－B

2,115,000 1,966,500 148,500 107.6

う ち 所 得 割 2,050,000 1,900,000 150,000 107.9

417,500 487,000 △ 69,500 85.7

う ち 法 人 税 割 246,500 306,000 △ 59,500 80.6

2,652,000 2,657,400 △ 5,400 99.8

194,000 198,300 △ 4,300 97.8

275,000 268,000 7,000 102.6

56,000 54,300 1,700 103.1

270,500 268,500 2,000 100.7

5,980,000 5,900,000 80,000 101.4

た ば こ 税

入 湯 税

市 税 合 計

区　　　分

個 人 市 民 税

法 人 市 民 税

固 定 資 産 税

都 市 計 画 税

軽 自 動 車 税

 

 

           市税収入の推移 

 

         

 

※Ｒ６以前は決算額、Ｒ７以降は当初予算額 

※端数調整により合計が合っていない 

 

(百万円) 
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(2) 地方交付税 
 

令和７年度算定額を基に、前年度の交付実績や地方財政計画を考慮して算定した。 

普通交付税及び特別交付税は、令和７年度予算と同額となる 61 億 50 百万円、７億

30百万円をそれぞれ計上した。 

 

  

（単位：千円,％）

R８年度 R７年度 増減

肉付け後

A B A－B

普 通 交 付 税 6,150,000 6,150,000 0 100.0 6,374,785

特 別 交 付 税 730,000 730,000 0 100.0 841,666

合 計 6,880,000 6,880,000 0 100.0 7,216,451

R７年度
算定額

区　　分 A／B

 

 

 

（3） 市 債 

 

市債は、認定こども園整備事業、ごみ処理施設整備事業に係る広域行政負担金等の

減に対し、市民交流センター維持補修事業、河川改良事業、借換債等の増により、31

億 45百万円（前年度比２億 91百万円増、110.2％）を計上した。 

 

Ｒ８年度 Ｒ７年度 増減

肉付け後

Ａ Ｂ Ａ—Ｂ

2,192,500 2,347,200 △ 154,700 93.4

臨 時 財 政 対 策 債 0 0 0 ―

そ の 他 2,192,500 2,347,200 △ 154,700 93.4

952,120 506,796 445,324 187.9

3,144,620 2,853,996 290,624 110.2合 計

（単位：千円,％）

区　　分 Ａ／Ｂ

新 規 発 行 市 債

借 換 債
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                               ※R6 以前は決算額、R7 以降は予算額 

 

(４) 繰入金 
 

繰入金は、財政調整基金繰入金の 16百万円の増に対し、ふるさと洲本もっともっと

応援基金繰入金の３億 86百万円の減などにより、15億４百万円（前年度比４億９百万

円減、78.6％）を計上した。 

  

  ［ふるさと洲本もっともっと応援基金］ 

    下記の事業に充てるため４億 95百万円の基金繰入金を計上した。 

① 活気のある洲本づくりの推進、地域産業の振興及び魅力ある洲本の発信をして

いく事業：２億 94百万円 

ふるさと納税推進事業、田舎暮らし推進事業など 

② 洲本の未来を担う子どもたちの夢を実現していく事業：１億 96百万円 

こども医療費、乳幼児等医療費、GIGAスクール構想実現事業費など 

    ③ 地域再生法に基づく地域再生計画に掲げる洲本市まち・ひと・しごと創生推進 

事業（企業版ふるさと納税）：５百万円 

持続可能な多自然地域づくりプロジェクト事業費 
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４ 歳  出 
 

(1)  人件費 
 

職員数は、一般会計で１人増、企業会計で 1 人増となり、全会計では２人増の 452

人を計上した。 

一般会計人件費（事業費支弁を除く）は、人事院勧告に準じた給与改定や地域手当

の支給率の増等により、47億 16百万円（前年度比 32百万円増、100.7％）を計上した。 

（単位：人，百万円）

一般会計 特別会計 企業会計 計 一般会計 特別会計 企業会計 計 一般会計 特別会計 企業会計 計

392 50 10 452 391 50 9 450 1 0 1 2

1,645 212 44 1,901 1,612 207 40 1,859 33 5 4 42

1,276 174 25 1,475 1,214 152 20 1,386 62 22 5 89

725 86 14 825 724 80 12 816 1 6 2 9

265 29 6 300 279 30 6 315 △ 14 △ 1 0 △ 15

866 88 0 954 912 83 0 995 △ 46 5 0 △ 41

6 6 6 6 0 0

合　　　　　　　　　　計 4,777 589 96 5,462 4,741 552 85 5,378 36 37 11 84

事業費支弁人件費 61 0 0 61 57 0 0 57 4 0 0 4

人件費（上記を除く） 4,716 589 96 5,401 4,684 552 85 5,321 32 37 11 80

区　　　分 肉付け後　Ａ Ｂ Ａ-Ｂ

R８年度 増減R７年度

報 酬

賞与・法 定福 利費
引 当 金 等

職 員 数

給 料

職 員 手 当

共 済 費

退手組合負担金

 

※給料等人件費には、事業費支弁人件費（61百万円）を含む。 

※職員数には特別職及び任期付職員を含む。 ※職員分に係る児童手当は扶助費で計上。 

※共済費には公務災害補償、災害共済掛金、職員給与費負担金を含む。 
 

 

 (2)  扶助費 
 

扶助費は、障害者に係る自立支援費（＋１億 96百万円）、障害児通所支援費（＋65

百万円）、私立認定こども園等への施設型給付費（＋63百万円）の増等により、46億

39百万円（前年度比４億 46百万円増、110.6％）を計上した。 
 

 (3)  公債費 
 

公債費は、借換債に係る償還元金の増（＋４億 45百万円）や金利上昇に伴う公債利

子の増（＋55百万円）等により、37億８百万円（前年度比４億 64 百万円増、114.3％）

を計上した。 

なお、借換債を除いた公債費は、27億 56百万円（前年度比 19 百万円増、100.7％）

となる。 
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（単位：千円，％）

R８年度 R７年度 増減額

肉付け後 Ａ/Ｂ

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ

3,707,899 3,243,529 464,370 114.3

952,120 506,796 445,324 187.9

2,755,779 2,736,733 19,046 100.7

元 金 2,605,537 2,641,204 △ 35,667 98.6

利 子 150,242 95,529 54,713 157.3

借 換 債

借 換 債 除 く

区　　　分

公 債 費

 
 

3,624 3,665 3,433 3,202
3,513

3,058 3,032 2,864 2,737 2,756

200

0
622

957

1,176
737

800
507

952

3,674 3,865
3,433

3,824

4,470
4,234

3,769 3,664

3,244

3,708

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

借換債を除く公債費 借換債 ※R6以前は決算額、R７以降は予算額

50

 

［市債残高］ 

 借換債を除く新規発行市債 21億 93百万円を上回る元金償還 26億６百万円を行うた

め、令和８年度末の市債残高は約 230億 57百万円となり、令和７年度末残高見込の約

234億 70百万円から約４億 13百万円の減額となる。 

 

（単位：千円） （単位：千円）

R8末地方債 市民一人 R8末基金 市民一人

残高総額見込 当たり残高 残高見込 当たり残高

23,057,298 559 4,379,257 106

5,501,149 133 1,789,398 43

13,290,970 322 1,496,103 36

36,348,268 881 1,093,756 27

参考： 地方債残高　一般会計　4億13百万円減（対前年度比98.2％）、 1,337,799 32

特別会計・公営企業会計　3億90百万円増（対前年度比103.0％） 5,717,056 139

※市民一人当たり残高は令和２年国勢調査人口（41,236人）を用いて算出

区　　　分

一 般 会 計

うち臨時財政対策債

特 別 会 計 ・ 公 営 企 業

合 計

特別会計・企業会計基金

合 計

区　　　分

一 般 会 計 基 金

財 政 調 整 基 金

ふ る さ と 基 金

そ の 他 基 金

 

 

(百万円) 
公債費の推移 
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（４） 投資的経費 

 

   投資的経費は、認定こども園整備事業費、道路新設改良費等が減少したものの、農

業基盤整備費、市民交流センター維持補修事業費の増等により、30億１百万円（前年

度比 27百万円増、100.9％）を計上した。 

 

投資補助事業は、農業基盤整備事業（＋３億 37 百万円）、洲本城整備事業（＋34 百

万円）、益習館跡管理事業（＋30 百万円）等の増、道路新設改良事業（△２億 70 百万

円）等の減により、10 億 81百万円（前年度１億 64百万円増、117.8％）となり、投資

単独事業は、市民交流センター維持補修事業（＋１億 63 百万円）、河川改良事業（＋

１億 21百万円）等の増、認定こども園整備事業（△５億 57百万円）、高田屋公園改修

事業（△１億 20 百万円）等の減により、18 億 99 百万円（前年度比１億 18 百万円減、

94.1％）となった。 

（単位：千円，％）

肉付け後
Ａ Ｂ Ａ－Ｂ Ａ/Ｂ

投 資 補 助 事 業 1,081,278 917,532 163,746 117.8

投 資 単 独 事 業 1,898,842 2,016,908 △ 118,066 94.1

災 害 復 旧 事 業 20,777 39,800 △ 19,023 52.2

合 計 3,000,897 2,974,240 26,657 100.9

区分

増減額令和８年度 令和７年度

 

 

 （主な補助事業） 

  ・農業基盤整備事業（３億 37百万円） 

   ・道路新設改良事業（交付金）（３億 30 百万円） 

   ・道路維持補修事業（１億 18百万円） 

   ・洲本城整備事業（97百万円） 

    

  （主な単独事業） 

   ・認定こども園整備事業（１億 13百万円） 

   ・道路維持補修事業（１億 66百万円） 

   ・道路新設改良事業（単独）（１億 17百万円） 

   ・河川改良事業（１億 58百万円） 

・市民交流センター維持補修事業（１億 65百万円） 

・文化体育館維持補修事業（１億 59百万円） 

 

  （主な災害復旧事業） 

   ・令和７年発生農業土木災害復旧事業（５百万円） 
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（５）その他 

  

① 物件費 

 物件費は、小学校における GIGA スクール端末更新に係る NEXT GIGA スクール推進

事業費（＋84 百万円）の増やシステム標準化・共通化業務の減少による電算開発費

（△66百万円）、固定資産税の評価替えに係る鑑定業務の完了などによる評価業務費

（△50 百万円）の減等により、44 億 21 百万円（前年度比 59 百万円減、98.7％）を

計上した。 

 

② 補助費等 

 補助費等は、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用した全市民１人あた

り７千円の給付に係る食料品高騰対応特別給付金支給事業費（＋２億 84 百万円）の

皆増があったものの、ふるさと洲本もっともっと応援寄附金事務事業費（△２億 32

百万円）や広域ごみ処理施設建設に伴う広域行政負担金（△91 百万円）の減等によ

り、41億 86百万円（前年度比 18百万円減、99.6％）を計上した。 

 

③ 繰出金 

 繰出金は、制度的・恒常的な特別会計への繰出しにより、介護給付費の増に伴う介

護保険事業勘定繰出金（＋36 百万円）の増、償還元金の減少に伴うＣＡＴＶ事業特

別会計繰出金（△88 百万円）の減等の増減により、18 億 46 百万円（前年度比 52 百

減万円、97.3％）を計上した。 
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R７年度

骨格
Ａ

補正（肉付）
Ｂ

補正後
Ｃ＝Ａ+Ｂ

Ｄ

25,400,000 1,716,000 27,116,000 26,230,000 886,000 103.4

事 業 勘 定 4,613,000 4,613,000 5,092,000 △ 479,000 90.6

直 営 診 療
施 設 勘 定

356,000 356,000 272,000 84,000 130.9

計 4,969,000 0 4,969,000 5,364,000 △ 395,000 92.6

1,529 1,529 942 587 162.3

68 68 59 9 115.3

343 343 319 24 107.5

627,000 627,000 587,000 40,000 106.8

事 業 勘 定 5,704,000 5,704,000 5,540,000 164,000 103.0

介 護 ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ
事 業 勘 定 399,000 399,000 278,000 121,000 143.5

計 6,103,000 0 6,103,000 5,818,000 285,000 104.9

1,048,000 1,048,000 982,000 66,000 106.7

12,748,940 0 12,748,940 12,752,320 △ 3,380 100.0

収 益 的 支 出 22,882 22,882 17,231 5,651 132.8

資 本 的 支 出 0 0 0 0 ―

計 22,882 0 22,882 17,231 5,651 132.8

収 益 的 支 出 1,188,780 1,188,780 1,161,662 27,118 102.3

資 本 的 支 出 2,757,670 2,757,670 2,179,506 578,164 126.5

計 3,946,450 0 3,946,450 3,341,168 605,282 118.1

収 益 的 支 出 114,326 114,326 119,785 △ 5,459 95.4

資 本 的 支 出 15,000 15,000 15,000 0 100.0

計 129,326 0 129,326 134,785 △ 5,459 95.9

4,098,658 0 4,098,658 3,493,184 605,474 117.3

42,247,598 1,716,000 43,963,598 42,475,504 1,488,094 103.5

全　会　計　予　算　規　模

　　　（単位：千円、％)

会　計　名

R８年度
増減額
Ｃ－Ｄ

Ｃ／Ｄ

一 般 会 計 ａ

特

別

会

計

国
民
健
康
保
険

由 良 財 産 区

納 、 鮎 屋 財 産 区

堺 財 産 区

Ｃ Ａ Ｔ Ｖ

介
護
保
険

後 期 高 齢 者 医 療

合 計 ａ ＋ ｂ + ｃ

小 計 ｂ

駐
車
場
事
業

下
水
道
事
業

土地
取得
造成
事業

小 計 ｃ

企

業

会

計
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骨格
Ａ

補正（肉付）
Ｂ

補正後
Ｃ＝Ａ+Ｂ

構 成 比
当初
Ｄ

構 成 比

10 市 税 5,980,000 0 5,980,000 22.1 5,900,000 22.5 80,000 101.4

15 地 方 譲 与 税 190,000 0 190,000 0.7 193,800 0.7 △ 3,800 98.0

20 利 子 割 交 付 金 16,000 0 16,000 0.1 9,000 0.1 7,000 177.8

22 配 当 割 交 付 金 59,000 0 59,000 0.2 42,000 0.2 17,000 140.5

23 株式等譲渡所得割交付金 77,000 0 77,000 0.3 68,000 0.3 9,000 113.2

25 ゴルフ場利用税交付金 13,000 0 13,000 0.0 13,000 0.0 0 100.0

27 法 人 事 業 税 交 付 金 94,000 0 94,000 0.3 87,000 0.3 7,000 108.0

28 地 方 消 費 税 交 付 金 1,122,000 0 1,122,000 4.1 1,020,000 3.9 102,000 110.0

36 環 境 性 能 割 交 付 金 0 0 0 0.0 36,000 0.1 △ 36,000 0.0

38 地 方 特 例 交 付 金 74,000 0 74,000 0.3 20,000 0.1 54,000 370.0

40 地 方 交 付 税 6,730,000 150,000 6,880,000 25.4 6,880,000 26.2 0 100.0

45 交通安全対策特別交付金 7,000 0 7,000 0.0 7,000 0.0 0 100.0

50 分 担 金 及 び 負 担 金 170,563 1,719 172,282 0.6 75,777 0.3 96,505 227.4

55 使 用 料 及 び 手 数 料 657,146 0 657,146 2.4 670,010 2.6 △ 12,864 98.1

60 国 庫 支 出 金 3,509,720 286,963 3,796,683 14.0 3,384,060 12.9 412,623 112.2

65 県 支 出 金 2,195,853 74,426 2,270,279 8.4 1,847,782 7.0 422,497 122.9

70 財 産 収 入 131,921 0 131,921 0.5 84,389 0.3 47,532 156.3

75 寄 附 金 501,058 0 501,058 1.8 501,956 1.9 △ 898 99.8

80 繰 入 金 1,485,895 18,378 1,504,273 5.6 1,913,142 7.3 △ 408,869 78.6

85 繰 越 金 1 0 1 0.0 1 0.0 0 100.0

90 諸 収 入 404,823 20,914 425,737 1.6 623,087 2.4 △ 197,350 68.3

95 市 債 1,981,020 1,163,600 3,144,620 11.6 2,853,996 10.9 290,624 110.2

25,400,000 1,716,000 27,116,000 100.0 26,230,000 100.0 886,000 103.4

Ｃ／Ｄ

歳入予算の概要（一般会計) 

（単位：千円、％）

歳 入 合 計

科　目

R8年度 R7年度
増減額
Ｃ－Ｄ
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骨格
Ａ

補正（肉付）
Ｂ

補正後
Ｃ＝Ａ+Ｂ

構 成 比
当初
Ｄ

構 成 比

10 議 会 費 194,777 0 194,777 0.7 205,520 0.8 △ 10,743 94.8

15 総 務 費 4,092,811 45,239 4,138,050 15.2 4,371,079 16.7 △ 233,029 94.7

20 民 生 費 9,019,495 54,251 9,073,746 33.5 9,112,024 34.7 △ 38,278 99.6

25 衛 生 費 1,326,516 46,595 1,373,111 5.1 1,306,668 5.0 66,443 105.1

30 労 働 費 23,979 2,000 25,979 0.1 23,326 0.1 2,653 111.4

35 農 林 水 産 業 費 1,378,734 194,469 1,573,203 5.8 1,293,942 4.9 279,261 121.6

40 商 工 費 531,542 168,476 700,018 2.6 811,390 3.1 △ 111,372 86.3

45 土 木 費 1,625,745 551,600 2,177,345 8.0 2,236,257 8.5 △ 58,912 97.4

50 消 防 費 981,150 7,000 988,150 3.6 921,154 3.5 66,996 107.3

55 教 育 費 2,476,575 646,370 3,122,945 11.5 2,645,311 10.1 477,634 118.1

60 災 害 復 旧 費 20,777 0 20,777 0.1 39,800 0.1 △ 19,023 52.2

65 公 債 費 3,707,899 0 3,707,899 13.7 3,243,529 12.4 464,370 114.3

95 予 備 費 20,000 0 20,000 0.1 20,000 0.1 0 100.0

25,400,000 1,716,000 27,116,000 100.0 26,230,000 100 886,000 103.4歳 出 合 計

目的別歳出予算の概要（一般会計)

（単位：千円、％）

増減額
Ｃ－Ｄ

R7年度

Ｃ／Ｄ科　目

R8年度
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骨格
Ａ

補正（肉付）
Ｂ

補正後
Ｃ＝Ａ+Ｂ

構成比
当初
Ｄ

構成比

13,035,285 28,009 13,063,294 48.2 12,120,433 46.2 942,861 107.8

4,718,432 △ 1,991 4,716,441 17.4 4,683,824 17.8 32,617 100.7

4,608,954 30,000 4,638,954 17.1 4,193,080 16.0 445,874 110.6

3,707,899 0 3,707,899 13.7 3,243,529 12.4 464,370 114.3

4,337,849 83,052 4,420,901 16.3 4,479,729 17.1 △ 58,828 98.7

21,896 0 21,896 0.1 20,072 0.1 1,824 109.1

4,051,963 134,109 4,186,072 15.4 4,204,219 16.0 △ 18,147 99.6

554,621 0 554,621 2.0 510,451 1.9 44,170 108.7

0 0 0 0.0 0 0.0 0 －

2,240 0 2,240 0.0 3,220 0.0 △ 980 69.6

1,846,079 0 1,846,079 6.8 1,897,636 7.2 △ 51,557 97.3

1,530,067 1,470,830 3,000,897 11.1 2,974,240 11.4 26,657 100.9

1,509,290 1,470,830 2,980,120 11.0 2,934,440 11.2 45,680 101.6

補 助 事 業 費 639,231 442,047 1,081,278 4.0 917,532 3.5 163,746 117.8

単 独 事 業 費 870,059 1,028,783 1,898,842 7.0 2,016,908 7.7 △ 118,066 94.1

20,777 0 20,777 0.1 39,800 0.2 △ 19,023 52.2

20,000 0 20,000 0.1 20,000 0.1 0 100.0

25,400,000 1,716,000 27,116,000 100.0 26,230,000 100.0 886,000 103.4歳 出 総 額

（注1）人件費には、事業費支弁人件費は含んでいない（投資的経費に計上）

補 助 費 等

積 立 金

投 資 及 び 出 資 金

貸 付 金

繰 出 金

（注2）職員分に係る児童手当は扶助費で計上

投 資 的 経 費

普 通 建 設 事 業 費

災 害 復 旧 事 業 費

予 備 費

性質別歳出予算の概要（一般会計）

（単位：千円、％）

R８年度 R７年度

増減額
Ｃ－Ｄ

維 持 補 修 費

Ｃ／Ｄ

義 務 的 経 費

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

物 件 費
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R８　ふるさと洲本もっともっと応援基金充当事業一覧表
(単位：千円)

基金充当合計額 495,400

＜① 活気のある洲本づくりの推進、地域産業の振興及び魅力ある洲本の発信をしていく事業＞

区分 事業名 R８肉付け後予算額

ふるさと洲本もっともっと応援寄附金事務事業費 19,000

ふるさと納税推進事業費 235,000

すもとシティプロモーション推進事業費 4,600

田舎暮らし推進事業費 35,400

294,000

＜② 洲本の未来を担う子どもたちの夢を実現していく事業＞

区分 事業名 R８肉付け後予算額

GIGAスクール構想実現事業費（小学校） 53,000

GIGAスクール構想実現事業費（中学校） 17,400

こども医療費 69,000

乳幼児等医療費 45,000

子育てにやさしいまちづくり事業費 12,000

196,400

区分 事業名 R８肉付け後予算額

　【域学連携による活性化に関する事業】 持続可能な多自然地域プロジェクト事業費 5,000

5,000

　【観光振興対策に関する事業】

　【学校教育の充実に関する事業】

　【子育て支援の推進に関する事業】

＜③地域再生法に基づく地域再生計画に掲げる洲本市まち・ひと・しごと創生推進事業＞【企業版ふるさと納税】
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Ｒ８物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業一覧表
（単位：千円）

事業費合計額 560,300

区分 事業名 事業費

食料品高騰対応特別給付金
支給事業費

304,500

清掃総務費 2,000

高齢者移動手段確保事業費 9,200

プレミアム付商品券事業費 89,000

学校給食費 55,899

公共交通支援事業費 15,600

高齢者施設等に対する光熱費
等高騰対策支援事業費

23,000

高齢者施設等に対する光熱費
等高騰対策支援事業費

9,300

私立認定こども園運営費 1,369

児童館運営費 1,332

担い手育成対策費 7,000

17,100

3,000

有害鳥獣防除対策費 7,000

元気な水産業創造事業費 15,000

概要

【生活者支援】

令和８年４月１日時点で住民登録のある全市民に対
し、１人あたり７千円の現金給付

省エネルギー基準達成100％以上の省エネエアコン購入
促進補助金（補助率1/5、上限20千円）

移動手段を持たない満75歳以上の住民税非課税世帯を
対象としたタクシー、路線バス等利用助成

プレミアム率25％のデジタル商品券発行

小学校及び中学校給食費の無償化

乳牛の暑熱対策に係る機器購入費の支援
（補助率1/3、上限300千円）

うしぢから誘発推進事業費

【事業者支援】

バスやタクシーなどの運輸事業者を対象とした事業継
続支援

高齢者施設への光熱水費等高騰支援

障害者施設への光熱水費等高騰支援

私立認定こども園への一時支援

放課後児童クラブへの一時支援

認定農業者等を対象とした機械購入費の支援
（補助率1/3、上限500千円）

酪農及び肥育農家を対象とした飼料価格高騰支援
・搾乳牛１頭あたり10千円（24か月齢以上）
・肥育牛１頭あたり３千円（９か月齢以上）

防護柵等資材購入費の支援

漁業者を対象とした燃料価格高騰支援
（漁業者負担の1/2）

 

 


